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地方消費者行政の拡充のため、地方消費者行政強化交付金の拡充を求める 

意見書の提出について 

 

 

地方自治法第１０９条第６項並びに第７項及び会議規則第１４条第３項の規定に

より、上記の議案を提出する。 

 

 

 

 

理由 

地方消費者行政の充実は不可欠である。 

  



地方消費者行政の拡充のため、地方消費者行政強化交付金の拡充を求める 

意見書 

 

 昨今、インターネットによる取引環境の発展を受け、電子商取引による消費者トラ

ブルが増加している。また、新手の架空請求をはじめ、昨今個人情報の流出事案の発

生が相次ぐなど、消費者をめぐる状況はめまぐるしく変容し、消費者行政への期待と

役割は、日に日に大きくなっている。 

 消費者行政の最前線は、それを担う各市町村や自治体である。消費者問題に対し、

消費者の立場に立って相談を受け、事業者との間に立ち、様々な問題を解決する上で、

地方消費者行政の役割は重要で、消費者が真に安全で安心できる消費生活を送るため

に、地方消費者行政の充実は不可欠である。 

平成２０年に閣議決定された「消費者行政推進基本計画」においても、地方公共団

体の消費生活相談窓口を、全ての消費者が相談できる一元的な相談窓口と位置付け、

全国ネットワークを構築することや、地方の消費者行政を抜本的に強化することが必

要であるとされた。また、国は相当の財源確保に努めることとされ、ＰＩＯ-ＮＥＴ（パ

イオネット：全国消費生活情報ネットワークシステム）等を強化して国と地方の連携

を強化することや、地方交付税上の措置等を検討することが示されている。消費生活

相談員の数を確保して相談の質、水準を向上させることは、消費者の権利擁護のため

には不可欠である。 

現在、消費者行政に係る職員数は、まだ十分とはいえない現状にある。消費者から

の相談に的確に対応するためには、相談員の相談対応能力、法知識など、専門性の向

上も不可欠である。国の補助、主催による定期的な研修機会の充実や、相談職員の人

員確保・相談体制強化のため、地方自治体の消費者行政に対する「地方消費者行政強

化交付金」の拡充をなされるよう、本議会として強く要請する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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